
書式第 12号 (法第28条関係 )

平成 30年度  事 業 報 告 書

平成30年 4月 1日 から平成31年3月 31日 まで

全 ホテル&レス トラン △

1 事業の成果
職業紹介・派遣事業所を介して就業する配ぜん人労働者の地位・社会的認知の向上や雇用機会の

拡充のための活動を行った。
派遣法改正に伴い兼業で行う派遣事業の適切な事業運営と、改正に関わる民営職業紹介事業のあり

方等について各事業者が正しく理解できるよう研修会を開催した。
職業紹介事業者職種別団体と協賛し紹介事業に関する情報収集を行い、行政へ情報発信・意見具申

を行った。
料飲関係団体と今後の料飲業界の方向性やあり方、顧客ニーズに答える料飲サービスのあり方な

について情報交換を行った。
協会P・ 機関紙・資料の配布等により職業紹介システムの啓蒙や、会員・非会員・求人者への法令

改正等の周知活動を行った。
2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業

事業名 内 容 実 施
日 時

実 施
場 所

従事者
の人数

受益対象者
の範囲及び

人   数

支出額
(千円)

配ぜん人紹介事業

で就労する労働者

の地位向上および

社会的認知向上の

ための活動事業

配ぜん人労働者の地位・

社会的認知・雇用機会の

向上等を目的とした研修

及び派遣法改正・職業紹

介事業の適切な事業運営

に関する研修会開催

6月 5日

1月 31日

浜松町東京會舘

浜松町東京會舘

10

10

職業紹介事業者
6月  38名

1月  35名

110

配ぜん人紹介事業

に関する調査 。研

究および啓蒙事業

職業紹介事業者職種別団

体 と共に紹介事業に関す

る情報収集を行い、行政
への情報配信・意見具申

を行 う。

飲業界関係の各団体との

配ぜん人の就業に関する

情報交換や意見交換会に

参加

5・ 6・ 7・ 9・

10・ 11・ 12・

1・ 2・ 3月

各所 10

料飲業界団体・求

人者 ・ 紹 介 事 業

者・配ぜん人・業

界関係 。会員事業

所

1077

会員及び行政・ 関係団体

等相互が連携 して活動す

るための情報交換 と親睦

のための情報交換会開催

6月 5日

1月 31日

浜松町東京會舘

浜松町東京會舘

10

10

59名

34名

厚生労働省・東京労働局

との職業紹介・派遣事業

に関する適切な事業運営

等について懇談・意見交

換を行う。

8月

4月・5月・

10月・11月

厚生労働省

1回

東京労働局

4回

4

厚生労働省 。東京
労働局担当係官
当協会会長・ 副会
長・理事

(公社)民紹協による、職

業紹介事業の発展 。広報
に関する事業に参加

4・ 5・ 6・ 8・

9・ 10・ 11・

12・ 1・ 3月

(公社)民紹協

15回
5

当協会担当理事
5名

協会情報・法改正通知・

機 関紙 A【IANEWSを発 行
年間

会員 及 び 非 会

員・関係団体ヘ

送付
10 延べ150所

(2)その他の事業

事業名 事 業 内 容 施
時

実

日

施
所

実
場

従事者
の人数

支出額
(千円)



13 28

1受取会費
正会員受取
賛助会員受

2受取寄付金
受取寄付金
施設等受入評価益

3受取助成金等
受取補助金

4事業収益

(1)配ぜん人紹介事業で就労する労働者の地位
向上および社会的認知向上のための活動事業

(2)配ぜん人紹介事業に関する調査・研究
および啓蒙事業

(3)労働者の職業能力の開発及び雇用機会
の拡充のための活動事業

5その他収入
受取利息

平成30年度  活動計算書

平成30年 4月  1日 から 平成31年 3月  31日 まで

経常収益計
Ⅱ 経常費用

1 事業費
(1)人 件費

給料手当
人件費計

(2)そ の他経費
会議費
研修会・交流会費
印刷製本費
広告宣伝費
HP管理費
諸会費
その他経費計

事業費計
2 管理費

(1)人件費
給料手当
人件費計

(2)そ の他経費
事務費
消耗品費
水道光熱費
通信運搬費
旅費交通費
支払手数料
慶弔費
雑費
その他経費計

管理費計
経常費用計

当期経常増減額
Ⅲ 経常外収益

特定非営利活動法人

全国ホテル&レス トラン人材協会

円

I

費
聾
只
△
〓

△
〓
�
リ

科
日
【 金 額

2,930,510
0

2.930.510

ｎ
υ

ハ
υ

ｎ
ｖ

2,930,510

190,810
554,268
34,488
54,000

326,612
0

1,188,478

902,000
902,000

195,536
42,228
120,000
81,292
60,000
25,920

0

3.240
528.216

1,188,478

1 430 216

2 930 517

2 168 6

311,823
2,618,694



その他資金収入
経常外収益計

Ⅳ 経常外費用
経常外費用計

税引前当期正味財産増減額
法人税、住民税及び事業税
当期正味財産増減額
前期繰越正味財産額

正

311,823
0

311,823

匿B
248
匹圃

▲ 570

■■Eコ団□四



書式第 15号 (法第 28条関係)

平成30年度   貸借対照表

平成31年 3月  31日 現在

姓 壼 士 普 ■ 睦 齢 性 入 ハ ロ ル 鳥 レ ス ト ラ ン 人材 協 全

(単位 :円 )

科
日

【 金 額

I 資産の部

1 流動資産

現金預金

立替金

前払い費用

流 動 資 産 合 計

2 固定資産

土地

建物

車両運搬具

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部

1 流動負債

預 り金

前受金

源泉税預り金

仮受金

流 動 負 債 合 計

2 固定負債

長期借入金

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

Ⅲ 正味財産の部

前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

正味財産合計

負債及び正味財産合計

1,624,156

88,019

0

1,712,175

1,712,175

0

0

0

0

90,000

1,008,000

30,600

42,000

1,170,600

1,970,600

800,000

800,000

△ 570,248

311,823

△ 258,425

1,712,175
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平成30年度  計算書類の注記

重要な会計方針
計算書類の作成は、中小企業の会計に関する指針 によっています。

(1)棚 卸資産の評価基準及び評価方法
該当ナシ

(2)固 定資産の減価償却の方法
該当ナシ

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金

該当ナシ

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
該当ナシ

(6)消 費税等の会計処理

税込み方式

2.事 業別損益の状況

科 目

配ぜん人労働者
の地位・社会的
認知向上に関す
る事業

配ぜん人紹介
事業に関する
調査・研究・啓
蒙事業

事業部門計 管理部門
↓
―

二
一
ロ

〈
ロ

2,930,517

0

0

0

0

2,930,517

2,930,517 2,930,517

190,810
554,268
34,488

54,000

326,612
28,300

190,810
554,268

34,488
54,000

326,612

28,300

110,853

190,810

443,415
34,488
54,000

326,612

28,300
1,188,478110,853 1,077,625 1,188,478

902,000
195,536
120,000
81,292
60,000
25,920
42,228
3,240

902,000

195,536
120,000
81,292
60,000

25,920
42,228
3,240

1,430,216 1,430,216
2,618,6941,188,478 1,430,216110,853 1,077,625

311,823圧 B 四Bロ 1,500,301▲ 110,853 ▲ 1,077,625

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受 取助成金等
4.事業収益
5.そ の他収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)会議費

研修会・交流会費

印刷製本費
広告宣伝費
HP管理費

諸会費
事業費計

(2)そ の他経費

人件費
事務費

水道光熱費
通信運搬費

旅費交通費

支払手数料

消耗品費

その他経費

その他経費計

経常費用計

当期経常増減額 困崚駆理四

生:こ:胆:襲壁!通ll遂:人_全I型:E:弦l生ヒ生E:≧:グ蛙 |::lill:全
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施設の提供等の物的サー ビスの受入の内訳
該当ナシ

使途等が制約 された寄附金等の内訳
該当ナシ

固定資産の増減内訳
該当ナシ

借入金の増減内訳
該当ナシ

役員及びその近親者 との取引の内容
該当ナシ

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らか
にするために必要な事項

事業費と管理費の接分方法
実額によっています。

その他の事業に係る資産の状況
該当ナシ

ク
，

8



書式第 17号 (法第28条関係)

平成30年度  財産目録

平成31年 3月 31日 現在

嬢 常 土 誉 鶉 1揺勧 洋 入 ハ 国 ル ル レ ス ト ラ ン 入材 佐 仝巧r

(単位 :円 )

科 目 金 額

資産の部

1 流動資産

現金預金

現金

普通預金

立替金

未収入金

未収入金

前払い費用

流 動 資 産

2 固定資産

土地

建物

備品

固 定 資 産

資  産  合

三井住友銀行下北沢支店

合 計

合 計

計

Ⅱ 負債の部

1 流動負債

預 り金

預 り金    職員に対する源泉所得税

前受金

仮受金

流 動 負 債 合 計

2 固定負債

長期借入金

固 定 負 債 合 計

負

正

債  合  計

味 財 産

593

1,623,563

88,019

0

0

1,712,175

1 712 175

1 970 600

0

0

0

0

90,000

30,600

1,008,000

42,000

1,170,600

800,000

800,000

∠|ゝ258,425



書式第 18号 (法第 28条関係)

平成30年度 年間役員名簿

平成30年 4月  1日 から 平成31年 3月  31日 まで

特定非営利活動法人 全国ホテル&レストラン人材協会

役  名 氏   名 住 所 又 は 居 所 就任期間 報酬を受けた

期  間

理 事
オ オ ノ  リュウジ

大野 隆二
平成30年 4月 1日

平成31年 3月 31日

年 月 日

年 月 日

理  事 宕丼 献
平成30年 4月 1日

平成31年 3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理  事 鈴木 隆明
平成30年 4月 1日

平成31年 3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理  事
シプヤ   ケン

澁谷  健
平成30年 4月 1日

平成31年 3月 31日

年 月 日

年 月 日

理 事
ふちがみ  じゅ

淵上 順
ん や

也

平成30年 4月 1日

平成31年 3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理  事
タケヤマ  ′

`ウ
イチ

武山 龍 一
平成30年 4月 1日

平成31年 3月 31日

年 月 日

年 月 日

理 事
ワタナベ   タモツ

渡辺  保
平成30年4月 1日

平成31年 3月 31日

年 月 日

年 月 日

理 事
インカワ  ヒロ エ

石川 博衛
平成30年 4月 1日

平成31年 3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理 事 篠原
えカ

孝
ヒデ

秀
平成30年 4月 1日

平成31年 3月 31日

年 月 日

年 月 日

理  事
スギ

杉原
タク

拓

平成30年 4月 1日

平成31年 3月 31日

年 月 日

年 月 日

理  事 ゴ薩 預
平成30年 4月 1日

平成31年 3月 31日

年 月 日

年 月 日

監 事 瀬川 雅意
平成30年4月 1日

平成31年 3月 31日

年 月 日

年 月 日



書式第 19号 (法第 28条関係)

社員のうち10人以上の者の名簿
平成31年3月 31日 現在

特定非営利活動法人 全国ホテル&レストラン人材協会

氏   名 住 所 又 は 居 所

1
オ オ ノ  リュウジ

大野 隆二

2
イ シイ  ヤコト

石井  誠

3
スス キ  タカアキ

鈴木 隆明

4
シブヤ   ケン

澁谷  健

5 輔笠 慣E

6
タケヤマ  リュウイチ

武山 龍 一

7 緩む γ

8 杉原
タク

拓

9
インカフ

石川 博衛

10 篠原
翌
●=

ヒデ

秀


